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充当事業一覧

（第 １ 号）

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算 （第 ２ 号）

介 護 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算 （第 ２ 号）

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 補 正 予 算 （第 ２ 号）

埼 　玉 　県 　所 　沢 　市

令　和　５　年　第　１　回　定　例　会　補　正　予　算

（第 ９ 号）一 般 会 計 補 正 予 算

狭 山 ケ 丘 土 地 区 画 整 理 特 別 会 計 補 正 予 算 （第 ３ 号）

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

所沢駅西口土地区画整理特別会計補正予算 （第 ２ 号）

交 通 災 害 共 済 特 別 会 計 補 正 予 算
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◇　一　般　会　計 （第９号）

補正前予算額 123,731,562千円から 48,175千円を減額し、

総額 123,683,387千円とする。

◎　歳　入

○ 地方譲与税 2,000 千円

・ 森林環境譲与税追加 2,000 千円

○ 地方特例交付金 2,607 千円

・ 新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補塡 2,607 千円

特別交付金

○ 地方交付税 682,839 千円

・ 普通交付税追加 682,839 千円

○ 使用料及び手数料 △ 23,000 千円

・ 市民体育館使用料減 △ 23,000 千円

○ 国庫支出金 198,488 千円

・ 保険基盤安定負担金（保険者支援分）減 △ 250 千円

・ 障害者自立支援給付費負担金追加 40,000 千円

・ 障害児通所給付費等負担金追加 15,315 千円

・ 子どものための教育・保育給付交付金追加 56,691 千円

・ 子育てのための施設等利用給付交付金（過年度分） 1,119 千円

（児童福祉費負担金）

・ 子どものための教育・保育給付交付金（過年度分） 17,860 千円

・ 子育てのための施設等利用給付交付金（過年度分） 3,625 千円

（幼稚園費負担金）

・ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金追加 121,442 千円

・ 子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金（住民税 △ 242,575 千円

非課税世帯等分）減

・ 子ども・子育て支援交付金減 △ 13,917 千円

・ 保育対策総合支援事業費補助金減 △ 2,100 千円

・ 新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金減 △ 95,750 千円

・ 妊娠出産子育て支援交付金（児童福祉費補助金） 312,098 千円

・ 妊娠出産子育て支援交付金（保健衛生費補助金） 9,633 千円

・ 社会資本整備総合交付金（北野下富線道路築造費）追加 1,587 千円

・ 地域公共交通確保維持改善事業費補助金減 △ 1,752 千円

・ 特別支援学級就学奨励費補助金減 △ 783 千円

（小学校費補助金）

議案第2号～8号資料

令 和 ４ 年 度 補 正 予 算 概 要
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・ 特別支援学級就学奨励費補助金減 △ 505 千円

（中学校費補助金）

・ デジタル田園都市国家構想推進交付金 750 千円

・ 参議院議員選挙委託金減 △ 24,000 千円

○ 県支出金 63,059 千円

・ 保険基盤安定負担金（保険税軽減分）減 △ 2,346 千円

・ 保険基盤安定負担金（保険者支援分）減 △ 125 千円

・ 障害者自立支援給付費負担金追加 20,000 千円

・ 後期高齢者医療保険基盤安定負担金減 △ 39,907 千円

・ 障害児通所給付費等負担金追加 7,657 千円

・ 子どものための教育・保育給付費負担金追加 9,004 千円

・ 子育てのための施設等利用給付交付金（過年度分） 559 千円

（児童福祉費負担金）

・ 子どものための教育・保育給付費負担金（過年度分） 6,997 千円

・ 県道所沢青梅線歩道整備負担金減 △ 3,700 千円

・ 子育てのための施設等利用給付交付金（過年度分） 1,812 千円

（幼稚園費負担金）

・ 魅力ある地域づくり事業補助金 1,000 千円

・ 放課後児童健全育成事業費補助金追加 682 千円

・ 地域子育て支援拠点事業費補助金減 △ 500 千円

・ 一時預かり事業費補助金減 △ 3,720 千円

・ 実費徴収補足給付事業補助金減 △ 1,168 千円

・ 教育認定子どもに係る施設型給付費等補助金減 △ 3,511 千円

・ 出産・子育て応援事業費補助金（児童福祉費補助金） 78,024 千円

・ 出産・子育て応援事業費補助金（保健衛生費補助金） 1,512 千円

・ 幼稚園型一時預かり事業費補助金減 △ 8,083 千円

・ 多様な集団活動事業の利用支援事業費補助金減 △ 1,128 千円

○ 寄附金 7,514 千円

・ 交通事故防止啓発事業等寄附金追加 252 千円

・ ふるさと応援寄附金追加 5,588 千円

・ マチごとエコタウン推進基金寄附金追加 36 千円

・ 緑の基金寄附金追加 1,533 千円

・ 小中学生文化スポーツ振興基金寄附金追加 100 千円

・ 社会福祉費寄附金 5 千円

- 3 -



○ 繰入金 △ 583,756 千円

・ 財政調整基金繰入金減 △ 575,632 千円

既計上額 4,911,301千円

・ 施設整備基金繰入金減 △ 7,389 千円

・ 森林環境基金繰入金減 △ 735 千円

○ 諸収入 33,874 千円

・ 世界首長誓約国際会議参加支援金減 △ 287 千円

・ 後期高齢者健康診査負担金追加 1,283 千円

・ がん検診収入追加 171 千円

・ 成人歯科検診収入減 △ 48 千円

・ 骨粗しょう症検診収入減 △ 200 千円

・ 有価物売払収入追加 32,120 千円

・ 消防団員退職報償金受入金追加 835 千円

○ 市債 △ 431,800 千円

・ 緑地施設整備事業債減 △ 3,400 千円

・ 塵芥収集車整備事業債減 △ 600 千円

・ 道路新設改良事業債減 △ 248,700 千円

・ 道路安全施設整備事業債減 △ 20,100 千円

・ 街路事業債追加 16,200 千円

・ 北野下富線道路築造事業債減 △ 170,200 千円

・ 小学校施設整備事業債減 △ 5,000 千円

千円歳入合計 △ 48,175
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◎　歳　出 歳出の中の◎は、事業概要調書があるものを示しています。

○ 議会費 △ 1,300 千円

・ 事業費の確定等による減額 △ 1,300 千円

○ 総務費 △ 181,740 千円

・ 光熱水費追加 5,000 千円

・ ふるさと応援基金積立追加 5,242 千円

・ 森林環境基金積立追加 2,000 千円

・ 過年度分新型コロナウイルス感染症対応地方創生 6,005 千円

臨時交付金返還金

◎ 所沢市民文化センター光熱費等高騰対策支援事業 24,227 千円

◎ 交通事故防止啓発用品購入事業 282 千円

　　（交通安全運動推進事業の一環）

・ その他事業費の確定等による減 △ 224,496 千円

○ 民生費 887,983 千円

◎ 視覚障害者支援用品購入事業 7 千円

　　　　（駅ボランティア事業の一環）

◎ 障害福祉サービス事業（訓練等給付費） 80,000 千円

◎ 後期高齢者健康診査実施事業 1,474 千円

・ 介護保険特別会計へ繰出（事務費分）減 △ 6,552 千円

・ 後期高齢者医療特別会計へ繰出（保険基盤安定分）減 △ 53,208 千円

・ 国民健康保険特別会計へ繰出

　　（保険基盤安定保険税軽減分）減 △ 3,129 千円

　　（保険基盤安定保険者支援分）減 △ 500 千円

　　（事務費分）減 △ 3,488 千円

　　（財政安定化支援事業分）減 △ 894 千円

　　（運営費分）減 △ 469,167 千円

◎ 出産・子育て応援事業（経済的支援） 498,826 千円

◎ 障害児通所支援事業 30,734 千円

◎ 民間保育園保育実施委託事業 53,431 千円

◎ 市外保育園保育実施委託事業 4,021 千円

◎ 特定教育・保育施設等給付費負担金事業 9,473 千円

◎ 放課後児童支援員等処遇改善事業 2,046 千円

・ 国・県補助金等返還金 1,167,962 千円

・ その他事業費の確定等による減 △ 423,053 千円
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○ 衛生費 11,505 千円

◎ がん検診事業 20,000 千円

◎ 所沢市斎場光熱費等高騰対策支援事業 19,965 千円

・ 緑の基金積立追加 1,860 千円

・ マチごとエコタウン推進基金積立追加 36 千円

◎ 出産・子育て応援事業（伴走型相談支援） 26,416 千円

・ 国・県補助金等返還金 143,530 千円

・ その他事業費の確定等による減 △ 200,302 千円

○ 商工費 △ 5,848 千円

・ 地域産業活性化基金積立 20 千円

・ その他事業費の確定等による減 △ 5,868 千円

○ 土木費 △ 653,687 千円

◎ 飯能所沢線道路建設促進事業（県施行街路事業負担金） 18,029 千円

・ 所沢駅西口土地区画整理特別会計へ繰出減 △ 48,697 千円

・ その他事業費の確定等による減 △ 623,019 千円

○ 消防費 990 千円

◎ 消防団員退職報償金支給事業 835 千円

◎ 災害対策・指定避難場所整備事業 155 千円

○ 教育費 △ 75,981 千円

・ 小中学生文化スポーツ振興基金積立追加 100 千円

・ 燃料費追加

　　　　　（小学校運営費） 1,894 千円

　　　　　（中学校運営費） 1,363 千円

　　　　　（体育施設運営費） 163 千円

　　　　　（学校給食施設費） 7,511 千円

・ 光熱水費追加

　　　　　（小学校運営費） 33,098 千円

　　　　　（中学校運営費） 19,095 千円

　　　　　（公民館運営費） 8,000 千円

　　　　　（生涯学習推進センター費） 1,596 千円

　　　　　（体育施設運営費） 4,546 千円

　　　　　（学校給食施設費） 5,000 千円

・ 国・県補助金等返還金 8,191 千円

・ その他事業費の確定等による減 △ 166,538 千円
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○ 公債費 △ 30,097 千円

・ 総務債減（利子） △ 34 千円

・ 民生債減（利子） △ 531 千円

・ 衛生債減（利子） △ 1,174 千円

・ 商工債減（利子） △ 3,254 千円

・ 土木債減（利子） △ 12,225 千円

・ 消防債減（利子） △ 565 千円

・ 教育債減（利子） △ 6,495 千円

・ 臨時財政対策債減（利子） △ 5,819 千円

△ 48,175 千円

◎継続費の補正

○ 廃止

・ 所沢駅西口地区まちづくり事業（歩行者ネットワークＢデッキ整備工事）

補正前 総 　額 740,000千円

年割額 令和4年度　　　　59,200千円

令和5年度　　　680,800千円

補正後 総 　額 ―

年割額 令和4年度　　　　　―

令和5年度　　　　　―

○ 変更

・ （仮称）第２一般廃棄物最終処分場整備事業

年割額の変更

◎繰越明許費の補正

○ 追加　（名称の前の◎は、事業概要調書があるものを示しています。）

◎ 出産・子育て応援事業（経済的支援） 498,826千円（事業概要調書は22ページ）

◎ 出産・子育て応援事業（伴走型相談支援） 026,416千円（事業概要調書は33ページ）

・ 公共施設太陽光発電導入調査事業 014,223千円（事業概要調書は33ページ）

・ 里山保全地域等指定整備事業 020,799千円（事業概要調書は33ページ）

・ 北野一般廃棄物最終処分場浸出液処理施設整備事業 135,069千円（事業概要調書は33ページ）

・ 歩きたくなる街路樹づくり事業 033,600千円（事業概要調書は33ページ）

・ 県道所沢青梅線歩道整備事業 009,768千円（事業概要調書は33ページ）

・ 道路改良事業 010,821千円（事業概要調書は33ページ）

・ 河川・水路維持管理事業 006,000千円（事業概要調書は33ページ）

・ 砂川堀水辺保全・散策路整備事業 022,000千円（事業概要調書は33ページ）

・ 地域循環乗合ワゴン（ところワゴン）実証運行事業 004,081千円（事業概要調書は33ページ）

歳出合計
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・ 北野下富線道路築造事業 097,566千円（事業概要調書は33ページ）

・ ファルマン通り交差点外無電柱化整備事業 003,072千円（事業概要調書は33ページ）

・ 市営住宅運営事業 000,519千円（事業概要調書は33ページ）

・ 上新井小学校給食用リフト修繕事業 001,273千円（事業概要調書は33ページ）

◎債務負担行為の補正

○ 追加　（名称の前の◎は、事業概要調書があるものを示しています。）

◎ 人材派遣委託料（事業概要調書は18ページ）

期　間 　令和5年度まで

限度額 　16,899千円

◎ 指定管理者に伴う施設管理委託料

　（所沢市立ひばり児童館・つばめ児童館・さくら児童館）（事業概要調書は25ページ）

期　間 　令和5年度まで

限度額 　704千円

◎ 指定管理者に伴う施設管理委託料

　（所沢市立こばと児童館・つばき児童館・すみれ児童館・わかば児童館）

（事業概要調書は25ページ）

期　間 　令和5年度から令和6年度まで

限度額 　1,144千円

◎ 指定管理者に伴う施設管理委託料（所沢市立みどり児童館）（事業概要調書は25ページ）

期　間 　令和5年度から令和8年度まで

限度額 　2,024千円

◎ 新型コロナウイルスワクチン集団接種会場警備業務委託料（事業概要調書は32ページ）

期　間 　令和5年度まで

限度額 　5,518千円

◎ 新型コロナウイルスワクチン接種事務委託料（事業概要調書は32ページ）

期　間 　令和5年度まで

限度額 　550,000千円

◎ 新型コロナウイルスワクチン移送委託料（事業概要調書は32ページ）

期　間 　令和5年度まで

限度額 　12,672千円

◎ 東部クリーンセンター長期包括運営業務委託料（事業概要調書は34ページ）

期　間 　令和5年度まで

限度額 　固定費20,426千円と変動費の追加額を合計した額に消費税及び

　地方消費税を加算した額
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◎ 西部クリーンセンター長期包括運営業務委託料（事業概要調書は35ページ）

期　間 　令和5年度まで

限度額 　固定費6,175千円と変動費の追加額を合計した額に消費税及び

　地方消費税を加算した額

◎ 市内循環バス運行に関する協定書に基づく損失補償（事業概要調書は36ページ）

期　間 　令和5年度まで

限度額 　180,061千円

◎ ところワゴン運行に関する協定書に基づく損失補償（三ケ島地区）（事業概要調書は37ページ）

期　間 　令和5年度まで

限度額 　23,056千円

◎ ところワゴン運行に関する協定書に基づく損失補償（柳瀬地区）（事業概要調書は37ページ）

期　間 　令和5年度まで

限度額 　25,255千円

○ 変更　（名称の前の◎は、事業概要調書があるものを示しています。）

◎ 放課後児童健全育成事業委託料（事業概要調書は24ページ）

　　補正前 期 　間 令和5年度まで

限度額 130,921千円

　　補正後 期 　間 令和5年度まで

限度額 143,670千円

・ 指定管理者に伴う施設管理委託料（所沢市立児童クラブ31施設）

　　補正前 期 　間 令和5年度から令和7年度まで

限度額 73,920千円

　　補正後 期 　間 令和5年度から令和7年度まで

限度額 54,351千円

- 9 -



◇　交 通 災 害 共 済 特 別 会 計 （第１号）

補正前予算額 31,200千円に 22,320千円を追加し、

総額 53,520千円とする。

◎　歳　入

○ 共済会費収入 △ 10,872 千円

・ 共済会費収入減 △ 10,872 千円

○ 繰越金 33,192 千円

・ 前年度繰越金追加 33,192 千円

22,320 千円

◎　歳　出

○ 事業費 22,320 千円

・ 共済見舞金追加 22,320 千円

22,320 千円

◇　狭 山 ケ 丘 土 地 区 画 整 理 特 別 会 計 （第３号）

◎ 継続費の補正     年割額の変更

歳出合計

歳入合計

- 10 -



◇　所 沢 駅 西 口 土 地 区 画 整 理 特 別 会 計 （第２号）

補正前予算額 1,533,769千円から 488,795千円 を減額し、

総額 1,044,974千円とする。

◎　歳　入

○ 国庫支出金 △ 217,530 千円

・ 社会資本整備総合交付金減 △ 217,530 千円

○ 繰入金 △ 48,697 千円

・ 一般会計繰入金減 △ 48,697 千円

○ 市債 △ 209,400 千円

・ 所沢駅西口土地区画整理事業債減 △ 209,400 千円

○ 事業収入 △ 17,683 千円

・ 保留地処分金減 △ 17,683 千円

○ 諸収入 4,515 千円

・ 施行者管理地使用料 4,515 千円

△ 488,795 千円

◎　歳　出

○ 所沢駅西口土地区画整理事業費 △ 488,795 千円

・ 事業費の確定等による減 △ 481,594 千円

・ 所沢駅西口土地区画整理事業債利子減 △ 7,201 千円

△ 488,795 千円

◎ 継続費の補正     年割額の変更

歳入合計

歳出合計
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◇　国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 （第２号）

補正前予算額 32,469,779千円に 96,992千円を追加し、

総額 32,566,771千円 とする。

◎　歳　入

○ 県支出金 26,265 千円

・ 保険給付費等交付金（特別交付金）

　特別調整交付金分（市町村向け）追加 1,920 千円

　都道府県繰入金（２号分）追加 1,600 千円

　特定健康診査等負担金（過年度分）追加 22,745 千円

○ 財産収入 421 千円

・ 国民健康保険財政調整基金利子追加 421 千円

○ 繰入金 70,306 千円

・ 保険基盤安定繰入金（保険税軽減分）減 △ 3,129 千円

・ 保険基盤安定繰入金（保険者支援分）減 △ 500 千円

・ 事務費繰入金減 △ 3,488 千円

・ 財政安定化支援事業繰入金減 △ 894 千円

・ 運営費繰入金減 △ 469,167 千円

・ 国民健康保険財政調整基金繰入金追加 547,484 千円

歳入合計 千円

◎　歳　出 歳出の中の◎は、事業概要調書があるものを示しています。

○ 総務費 △ 3,488 千円

・ 窓口業務等委託料減 △ 3,488 千円

○ 保険給付費 4,370 千円

◎ 一般被保険者療養給付費 2,450 千円

◎ 傷病手当金支給事業 1,920 千円

○ 保健事業費 △ 7,000 千円

・ 生活習慣病重症化予防対策事業負担金減 △ 7,000 千円

○ 基金積立金 421 千円

◎ 国民健康保険財政調整基金利子積立金 421 千円

○ 諸支出金 102,689 千円

・ 国庫補助金等返還金追加 630 千円

・ 保険給付費等交付金償還金追加 102,059 千円

歳出合計 千円96,992

96,992
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◇　介 護 保 険 特 別 会 計 （第２号）

補正前予算額 28,329,548千円から 6,552千円を減額し、

総額 28,322,996千円 とする。

◎　歳　入

○ 繰入金 △ 6,552 千円

・ 事務費繰入金減 △ 6,552 千円

△ 6,552 千円

◎　歳　出

○ 総務費 △ 6,552 千円

・ 費用弁償減 △ 6,552 千円

△ 6,552 千円

◇　後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 （第２号）

補正前予算額 5,645,621千円から 53,208千円を減額し、

総額 5,592,413千円 とする。

◎　歳　入

○ 繰入金 △ 53,208 千円

・ 保険基盤安定繰入金減 △ 53,208 千円

△ 53,208 千円

◎　歳　出

○ 後期高齢者医療広域連合納付金 △ 53,208 千円

・ 保険基盤安定納付金減 △ 53,208 千円

△ 53,208 千円歳出合計

歳入合計

歳出合計

歳入合計
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（単位：千円）

   予   算   額

会　　　計　　　名 補正前 補正後 比　　　較 備　　　　考

一 般 会 計 123,731,562 123,683,387 △ 48,175

交 通 災 害 共 済 特 別 会 計 31,200 53,520 22,320

狭 山 ケ 丘 土 地 区 画 整 理 特 別 会 計 209,815 209,815 0

所沢駅西口土地区画整理特別会計 1,533,769 1,044,974 △ 488,795

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 32,469,779 32,566,771 96,992

介 護 保 険 特 別 会 計 28,329,548 28,322,996 △ 6,552

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 5,645,621 5,592,413 △ 53,208

 ○令和4年度　補正予算比較表

-
 
1
4
 
-



款 主 な 事 業 内 容
事　業　費
（千円）

担 当 課
事業概
要調書
ページ

総務費 所沢市民文化センター光熱費等高騰対策支援事業 24,227 文化芸術振興課 17

個人番号カード交付事業 ― 市民課 18

交通事故防止啓発用品購入事業（交通安全運動推進事業の一環） 282 防犯交通安全課 19

民生費 視覚障害者支援用品購入事業（駅ボランティア事業の一環） 7 障害福祉課 20

障害福祉サービス事業（訓練等給付費） 80,000 　　〃 21

出産・子育て応援事業（経済的支援） 498,826 こども政策課 22

障害児通所支援事業 30,734 こども福祉課 23

放課後児童健全育成事業（民設民営児童クラブ） ― 青少年課 24

放課後児童支援員等処遇改善事業 2,046 　　〃 25

民間保育園保育実施委託事業 53,431 保育幼稚園課 26

市外保育園保育実施委託事業 4,021 　　〃 27

特定教育・保育施設等給付費負担金事業 9,473 　　〃 28

後期高齢者健康診査実施事業 1,474 国民健康保険課 29

衛生費 所沢市斎場光熱費等高騰対策支援事業 19,965 市民課 30

がん検診事業 20,000 健康管理課 31

新型コロナウイルスワクチン接種事業 ― 　　〃 32

出産・子育て応援事業（伴走型相談支援） 26,416 健康づくり支援課 33

東部クリーンセンター長期包括運営事業 ― 東部クリーンセンター 34

西部クリーンセンター長期包括運営事業 ― 西部クリーンセンター 35

令和４年度　補正予算（一般会計）主な事業内容

-
 
1
5
 
-



款 主 な 事 業 内 容
事　業　費
（千円）

担 当 課
事業概
要調書
ページ

土木費 市内循環バス（ところバス）運行事業 ― 都市計画課 36

地域循環乗合ワゴン（ところワゴン）実証運行事業 ― 　　〃 37

飯能所沢線道路建設促進事業（県施行街路事業負担金） 18,029 計画道路整備課 38

消防費 消防団員退職報償金支給事業 835 危機管理室 39

災害対策・指定避難場所整備事業 155 　　〃 40

会 計 主 な 事 業 内 容
事　業　費
（千円）

担 当 課
事業概
要調書
ページ

国民健康保険特別会計 一般被保険者療養給付費 2,450 国民健康保険課 41

傷病手当金支給事業 1,920 　　〃 42

国民健康保険財政調整基金積立金 421 　　〃 43

令和４年度　補正予算（特別会計）主な事業内容-
 
1
6
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

所沢市民文化センターは、文化芸術公演の鑑賞拠点や市民文化の発表拠点と
して市民の文化芸術活動の重要な施設であるが、コロナ禍における原油価格・
物価の高騰による影響を大きく受けている。

本事業は、同施設の事業の継続と経営維持を支援し、市民の文化活動等への
影響を軽減することを目的に、運営事業者に対し支援金を交付するものであ
る。
（国補助：補助率　定額）

【実施概要】
　・運営事業者：公益財団法人所沢市文化振興事業団
　・支援金額  ：光熱費等の予算額と年度末見込額の差額の8割の金額

　　年度末見込額　　　 87,490千円
　　予算額　　　　－） 57,206千円
　　差額　　　　　　　 30,284千円

　　差額  ×  8割  ＝  24,227千円

　県内では、川越市及び富士見市において同様の事業を実施する予定である。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 市民部　文化芸術振興課

2 1 7 説明 市民文化センター運営費

事業名 所沢市民文化センター光熱費等高騰対策支援事業
なし

事業費総額 ２４,２２７ 千円

総合計画の体系
章

魅力・元気・
文化を誇れる
まち

節
文化芸術・伝
統文化

基
本
方
針

個性あふれる文化の創造
コード 561

根拠法令等 ―

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称

計

科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
新型コロナウイルス感染症
対応地方創生臨時交付金

24,227

24,277

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 73
所沢市民文化センター光熱費等高騰
対策支援金

24,227

計 24,227
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)
歳入
歳出

-
 
1
7
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

説明 戸籍住民基本台帳事務費

章
未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

事　業　概　要　調　書

一般会計 市民部　市民課

2 3 1

コード 745

根拠法令等
行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関
する法律、同施行令、住民基本台帳法

事業名 個人番号カード交付事業

事業費総額 －　　

総合計画の体系

予算額(千円)

行政経営

基
本
方
針

情報セキュリティ対策の充
実

なし

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

令和7年度(千円)
歳入 16,899 

計

本事業は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関
する法律に基づき、個人番号カード（マイナンバーカード）を市民に対して交
付するものである。

マイナンバーカードを申請した者に滞りなく交付する体制を整えるため、派
遣職員の委託を行うに当たり、債務負担行為を設定するものである。
（国補助：補助率　定額）
　
【実施概要】
　・派遣職員数：12～14名
　・業務内容　：マイナンバーカード交付前設定、交付通知書発送事務、
　　　　　　　　電話対応業務等

【債務負担行為】
　・事　項：人材派遣委託料
　・期　間：令和5年度まで
　・限度額：16,899千円
 

歳出 16,899 

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

　他の自治体においても、同様の事業を行っている。 令和5年度(千円) 令和6年度(千円)

-
 
1
8
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

他の自治体においても、交通事故防止の啓発を図るため、啓発品等の整備を
行っている。

事  業  概  要  調  書

一般会計 市民部　防犯交通安全課

2 1 12 説明 交通対策費

事業名 交通事故防止啓発用品購入事業（交通安全運動推進事業の一環）
なし

事業費総額 ２８２ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節 交通安全

基
本
方
針

交通安全意識の向上
コード 181

根拠法令等 交通安全対策基本法、所沢市交通安全計画

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

19 寄附金
交通事故防止啓発事業等寄
附金

252

本事業は、市内の2団体から寄附の申出があり、所沢市の交通事故防止に役立
てて欲しいとの寄附者の意向に沿い、交通安全運動推進事業の一環として、交
通事故防止につなげるための啓発品を購入するものである。

【購入消耗品】
　・各季交通安全運動期間等に配布する反射材：3,000個

【これまでの取組】
　・令和2年度：消耗品としてサイクルライト504個、反射シール500枚及び反射
　　　　　　　 材1,100個、備品として交通安全啓発用ＤＶＤ1本
　・令和3年度：消耗品として交通安全教室で使用する横断マット4枚及び反射
　　　　　 　  材1,300個、備品として交通安全啓発用ＤＶＤ1本

計 252

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

10 01 消耗品費 282

計 282
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)
歳入
歳出

-
 
1
9
 
-



款 項 目 07 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出

計 7
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

他の自治体においても、視覚障害者に対する理解を深めるための啓発事業を
実施している。

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)
歳入

5

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

10 01 消耗品費 7

本事業は、市外の団体から寄附の申出があり、所沢市の視覚障害者用施策に
役立てて欲しいとの寄附者の意向に沿い、視覚障害者に対する理解を深めるた
めの啓発や駅ボランティアを養成するために実施する体験事業に使用する消耗
品を購入するものである。

【購入消耗品】
　・アイマスク（使い捨て）：100枚

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

19 寄附金 社会福祉費寄附金 5

障害者福祉

基
本
方
針

社会参加の促進と協働の推
進コード 132

根拠法令等 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

事業名 視覚障害者支援用品購入事業(駅ボランティア事業の一環)
なし

事業費総額 ７ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 福祉部　障害福祉課

3 1 1 説明 障害福祉総務費

-
 
2
0
 
-



款 項 目 08 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） ⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
　法に基づく事業であり、他の自治体においても同様の事業を実施している。

事  業  概  要  調  書

一般会計 福祉部　障害福祉課

3 1 1 説明 障害者支援費

事業名 障害福祉サービス事業（訓練等給付費）
なし

事業費総額 ８０,０００ 千円

133

根拠法令等 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

本事業は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律
（障害者総合支援法）に基づき、障害者が身体機能や生活能力の向上のための
訓練を受けた際に、サービスを提供した事業者にサービス費を支給するもので
ある。

当初見込みに比べ、サービス利用者が増加したことにより、予算額の不足が
見込まれることから、不足分について増額するものである。
（国・県負担：負担率　国1/2、県1/4）

【サービスの種類】
　・共同生活援助、就労継続支援A型・B型等

【利用が増加した主なサービス】
　・共同生活援助　　　   [当初]　　　　 [年度末見込]
　　    利用者数　           230人  →        　260人
　　　  見込額　   　584,154,000円　→　662,076,228円
　・就労継続支援B型　　  [当初]　　　　 [年度末見込]
    　  利用者数　           650人  →        　665人
　　　  見込額  　 　936,000,000円  →  941,737,461円

　　年度末見込額　　　2,187,318,000円
　　当初予算額　　－）2,107,318,000円
　　補正額　　　　　　　 80,000,000円

節 障害者福祉

基
本
方
針

自立した生活支援の充実
総合計画の体系

款 款 名 称

17 県支出金

計

障害者自立支援給付費負担
金

コード

科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
障害者自立支援給付費負担
金

40,000

章
人と人との絆
を紡ぐまち

歳
　
入

20,000

60,000
細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 33 訓練等給付費 80,000

計 80,000
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

なし

歳入
歳出

-
 
2
1
 
-



款 項 目 09
　　・令和5年3月　：事業者との契約締結
　　・令和5年4月～：対象者への周知、申請受付、審査、決定及び支給

全国の自治体において、同様の事業を実施する予定である。

③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

出産・子育て応援事業費補
助金

78,024

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

歳
　
　
出

計 472,572

歳
　
　
入

17 県支出金

国庫支出金
新型コロナウイルス感染症
対応地方創生臨時交付金

通信運搬費 81

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 こども未来部　こども政策課

3 2 1 説明 子ども・子育て支援対策推進費

事業名 出産・子育て応援事業（経済的支援）

事業費総額 ４９８,８２６ 千円

子育て家庭への支援の充実
コード 212

根拠法令等
伴走型相談支援及び出産・子育て応援給付金の一体的実施事業実施要綱（国）、
埼玉県伴走型相談支援及び出産・子育て応援給付金の一体的実施事業実施要綱

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節 子ども支援

基
本
方
針

82,450

16 国庫支出金 妊娠出産子育て支援交付金 312,098

16

子ども・若者情報配信システム使用
料

586

11 01

498,826
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

12 60 出産・子育て応援業務委託料 498,159

13

計

32

出産・子育て応援事業については、全ての妊婦・子育て世帯が安心して出
産・子育てできるよう、妊娠期から出産・子育てまで一貫して身近で相談に応
じる伴走型相談支援の充実を図るとともに、妊娠の届出や出生の届出を行った
妊婦・子育て世帯等に対して、出産育児関連用品の購入等の負担軽減を図るた
めの経済的支援を一体的に実施するものである。

このうち本事業は、妊娠の届出や出生の届出を行った妊婦・子育て世帯等に
対する経済的な支援として、出産応援ギフト、子育て応援ギフトを支給するも
のである。

なお、事業の実施に当たっては、令和4年度に契約事務等を行い、事業予算を
令和5年度に繰り越すものである。
（国・県補助：補助率：国　定額、2/3、県1/6）

【実施概要】
　○支給対象者（見込数：約9,000件）
　　・出産応援ギフト：次の①から③までのいずれかに該当する者
　　　①令和5年4月1日以降に妊娠の届出をした妊婦
　　　②令和4年度に出生した児童の母
　　　③令和4年度に妊娠の届出をした妊婦
　　・子育て応援ギフト：次の①又は②のいずれかの該当児童を養育する者
　　　①令和5年4月1日以降に出生した児童
　　　②令和4年度に出生した児童
　○支給内容
　　・出産応援ギフト　：支給対象者の妊娠1回につき5万円相当の電子マネー
　　・子育て応援ギフト：支給対象児童1人につき5万円相当の電子マネー

　＜実施スケジュール＞

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

歳入
歳出

-
 
2
2
 
-



款 項 目 10 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
　法に基づく事業であり、他の自治体においても、同様の事業を実施している。 ⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

なし

本事業は、障害児が通所施設において日常生活における基本的な動作の指導
や訓練等を受けた場合に、その保護者へ給付費を支給し、障害児の地域での自
立した生活を支援するとともに、保護者の負担軽減を図るものである。

当初見込みに比べ、児童発達支援及び放課後等デイサービスの利用日数が増
加したことにより、予算額に不足が見込まれることから不足分について増額す
るものである。
（障害児通所給付費　国・県負担：負担率　国1/2、県1/4)

【手数料】
　　　　　　　　　[当初] 　    [年度末見込]
  年間件数　　　　20,920件　→　21,780件
  年度末見込額　　　　　　2,601,000円
  当初予算額　　　　　－）2,498,000円
  補正額　　　　　　　　　　103,000円

【障害児通所給付費】
　　　　　　　　　[当初] 　    [年度末見込]
  年間利用日数　 138,876日　→　 142,824日
  年度末見込額　　　　1,423,865,000円
  当初予算額　 　 －）1,393,234,000円
  補正額　　　　　　     30,631,000円

歳入
歳出

計 30,734
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

103

18 32 障害児通所給付費 30,631

計 22,972

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

11 02 手数料

17 県支出金 障害児通所給付費等負担金 7,657

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金 障害児通所給付費等負担金 15,315

基
本
方
針

障害児支援の充実
コード 221

根拠法令等 児童福祉法

事業名 障害児通所支援事業

事業費総額 ３０,７３４ 千円

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節 子ども福祉

事  業  概  要  調  書

一般会計 こども未来部　こども福祉課

3 2 1 説明 障害児福祉費

-
 
2
3
 
-



款 項 目 08 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

歳入 8,499
　県内においては、さいたま市、飯能市、狭山市等で民設民営児童クラブによ
る放課後児童健全育成事業を導入している。

歳出 12,749

なし

計
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

児童クラブの狭あい化や大規模化等を解消するため、早急に対応が必要な小
学校区に対しては、放課後児童健全育成事業の一環として、平成28年度から民
設民営児童クラブを設置しているものであり、令和3年度からは10クラブでの運
営となっている。

本事業は、小手指小学校区の保留児対策として、令和5年度に計画していた学
校施設の活用が困難となり、令和5年度から民設民営児童クラブ1支援単位を増
やす必要が生じたため、その経費について債務負担行為の限度額を変更するも
のである。
（国・県補助：補助率　国基準額の1/3、県基準額の1/3）

【委託概要】
　・対　象：小手指小学校区（1支援単位・定員40人）
　・期　間：令和5年4月1日～令和6年3月31日

【債務負担行為】
  ・事　項：放課後児童健全育成事業委託料
　・期　間：令和5年度まで
　・限度額：143,670千円（今回追加額12,749千円）

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

子育て環境

基
本
方
針

放課後児童クラブの充実
コード 233

根拠法令等
児童福祉法、所沢市立児童クラブ条例、所沢市放課後児童健全育
成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

事業名 放課後児童健全育成事業（民設民営児童クラブ）
なし

事業費総額 －　　

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節

事  業  概  要  調  書
一般会計 こども未来部　青少年課

3 2 1 説明 放課後児童健全育成費

-
 
2
4
 
-



款 項 目 05 ②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
　県内の他の自治体においても、同様の事業を実施している。

③市民参加の実施の有無とその内容

なし

①事業の概要 (事業の目的・内容・効果、提案に至った経緯、理由等)

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

事  業  概  要  調  書

一般会計 こども未来部　青少年課

3 2 4 説明 児童館運営費

事業名 放課後児童支援員等処遇改善事業

事業費総額 ２,０４６ 千円

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節 子育て環境

基
本
方
針

放課後児童クラブの充実
コード 233

根拠法令等
放課後児童健全育成事業実施要綱（国）、埼玉県放課後児童健全
育成事業費補助金交付要綱

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金 子ども・子育て支援交付金 682

本事業は、放課後児童支援員等の処遇改善のために賃金改善を行う事業者に
対して、改善相当分の経費を支給するものである。

令和3年度から債務負担行為を設定していたが、障害児加配職員の追加等によ
り、令和4年度の児童館生活クラブ支援員の賃金改善額の不足が見込まれる。

また、令和5年度以降も同様に賃金改善額の不足が見込まれることから、その
経費について債務負担行為の限度額を追加するものである。
（国・県補助：補助率　国1/3、県1/3）

【実施概要】
　・対象施設：児童館生活クラブ（12施設22支援単位）
　・支 給 額：常勤1人当たりの限度額　11,000円/月

【債務負担行為】
　・事　項：指定管理者に伴う施設管理委託料（所沢市立ひばり児童館・つば
　　　　　　め児童館・さくら児童館）
　・期　間：令和5年度まで
　・限度額：704千円

　・事　項：指定管理者に伴う施設管理委託料（所沢市立こばと児童館・つば
　　　　　　き児童館・すみれ児童館・わかば児童館）
　・期　間：令和5年度から令和6年度まで
　・限度額：1,144千円

　・事　項：指定管理者に伴う施設管理委託料（所沢市立みどり児童館）
　・期　間：令和5年度から令和8年度まで
　・限度額：2,024千円

17 県支出金
放課後児童健全育成事業費
補助金

682

計 1,364

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 31 児童館施設管理委託料 2,046

計 2,046
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)
歳入 1,184 716 336
歳出 1,782 1,078 506

-
 
2
5
 
-



款 項 目 01 ③ 市民参加の実施の有無とその内容
　なし

① 事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

② 他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤ その他 (その他必要事項及び添付資料)
　なし

　 法に基づく事業であり、他の自治体においても、同様の事業を実施している。
歳入
歳出

計 53,431
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

53,431

計 40,074

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 31 民間保育園保育実施委託料

県支出金
子どものための教育・保育
給付費負担金

13,358
歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
子どものための教育・保育
給付交付金

26,716

17

232

根拠法令等 子ども・子育て支援法

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節 子育て環境

基
本
方
針

事業名 民間保育園保育実施委託事業

事業費総額 ５３,４３１ 千円

2 説明

就学前児童の保育の充実
コード

保育に要する費用については、年齢や地域、定員等を踏まえ、国が毎年公定
価格を定めており、民間保育園委託料については、この公定価格に基づき、入
所者数等に応じて支払を行っている。

令和4年人事院勧告により、公定価格の人件費相当分が令和4年4月に遡って約
1.7％増額改定となったため、委託料の不足分について増額するものである。
（国・県負担：負担率　国58.16/100・1/2、県1/4・20.92/100）

【対象施設】
　・市内民間保育園

    年度末見込額　　　　　　　　3,668,463,000円
　　当初予算額　　　　　　－）　3,615,032,000円
　　補正額　　　　　　　　　　　　 53,431,000円

事  業  概  要  調  書

一般会計 こども未来部　保育幼稚園課

3 2 児童福祉運営費

-
 
2
6
 
-



款 項 目 01
なし

① 事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

② 他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
　法に基づく事業であり、他の自治体においても、同様の事業を実施している。

⑤ その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

事  業  概  要  調  書

一般会計 こども未来部　保育幼稚園課

3 2 2 説明 児童福祉運営費

事業名 市外保育園保育実施委託事業

事業費総額 ４,０２１ 千円

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節 子育て環境

予算額(千円)科 目 名 称

コード 232

根拠法令等
2,011

基
本
方
針

就学前児童の保育の充実

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称
子ども・子育て支援法

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称

16 国庫支出金
子どものための教育・保育
給付交付金

1,006

3,017計

17 県支出金
子どものための教育・保育
給付費負担金

予算額(千円)

12 32 市外保育園保育実施委託料 4,021

令和7年度(千円)

③市民参加の実施の有無とその内容

保育に要する費用については、年齢や地域、定員等を踏まえ、国が毎年公定
価格を定めており、民間保育園委託料については、この公定価格に基づき、入
所者数等に応じて支払を行っている。

本事業は、本市に転入した市民が、引き続き前住所地の民間保育園を利用す
るなど、他の市区町村の民間保育園を利用した場合に、利用先の施設に対して
公定価格に基づく支給認定保育の実施に要する費用を委託料として支払うもの
である。

当初見込みに比べ、児童数の増加により、予算額の不足が見込まれることか
ら、不足分について増額するものである。
（国・県負担：負担率　国58.16/100・1/2、県1/4・20.92/100）

    年度末見込額　　　　　　　　　 44,574,000円
　　当初予算額　　　　　　　　－） 40,553,000円
　　補正額　　　　　　　　　　　　  4,021,000円

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

歳出

計 4,021

歳入
令和5年度(千円) 令和6年度(千円)

-
 
2
7
 
-



款 項 目 01 ③ 市民参加の実施の有無とその内容
　なし

① 事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

② 他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤ その他 (その他必要事項及び添付資料)
　なし

保育に要する費用については、年齢や地域、定員等を踏まえ、国が毎年公定
価格を定めており、特定教育・保育施設（私立保育園を除く。）及び特定地域
型保育事業に係る給付費については、この公定価格に基づき、入所者数等に応
じて、利用者負担額を除いた額の支払を行っている。

令和4年人事院勧告により、公定価格の人件費相当分が令和4年4月に遡って約
1.7％増額改定となったため、負担金の不足分について増額するものである。
（国・県負担：負担率　国58.16/100・1/2、県1/4・20.92/100）

【対象施設】
　・施設型給付　　：幼稚園、認定こども園、市外公立保育園
　・地域型保育給付：小規模保育事業、事業所内保育事業

    年度末見込額　　　　　　　　2,219,259,000円
　　当初予算額　　　　　　－）　2,209,786,000円
　　補正額　　　　　　　　　　　　  9,473,000円

　 法に基づく事業であり、他の自治体においても、同様の事業を実施してい
 る。 歳入

歳出

計 9,473
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

9,473

計 7,106

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 42 特定教育・保育施設等給付費負担金

17 県支出金
子どものための教育・保育
給付費負担金

2,369

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
子どものための教育・保育
給付交付金

4,737

基
本
方
針

就学前児童の保育の充実
コード 232

根拠法令等 子ども・子育て支援法

事業名 特定教育・保育施設等給付費負担金事業

事業費総額 ９,４７３ 千円

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節 子育て環境

事  業  概  要  調  書

一般会計 こども未来部　保育幼稚園課

3 2 2 説明 児童福祉運営費

-
 
2
8
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
　法に基づく事業であり、県内各市町村においても同様の事業を実施している。

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)
歳入

計 1,474

56 後期高齢者健康診査委託料 1,474

1,283

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12

予算額(千円)

22 諸収入 後期高齢者健康診査負担金 1,283

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称

計

科 目 名 称

医療保険・医
療情報

基
本
方
針

後期高齢者医療制度の充
実コード 345

根拠法令等
高齢者の医療の確保に関する法律、埼玉県後期高齢者医療広域連
合健康診査実施要綱

事業名 後期高齢者健康診査実施事業
なし

事業費総額 １,４７４ 千円

総合計画の体系
章

健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節

後期高齢者健康診査については、後期高齢者の疾病を予防し、健康を保持す
るため、埼玉県後期高齢者医療広域連合の委託を受け実施しているが、受診者
数の増加が見込まれることから、不足分について増額するものである。

【健康診査受診者】　 　 [当初]　　　[年度末見込]
　・基本項目　　　　　 17,500人　→　17,650人
　
【補正額】
　・基本項目　　　　　　9,823円　×　150人　＝　1,473,450円

事  業  概  要  調  書

一般会計 健康推進部　国民健康保険課

3 1 2 説明 老人医療費

-
 
2
9
 
-



款 項 目 05 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

所沢市斎場は、市民生活にとって必要不可欠な施設であるが、コロナ禍にお
ける原油価格・物価の高騰による影響を大きく受けている。

本事業は、同施設の事業の継続と経営維持を支援し、市民生活等への影響を
軽減することを目的に、運営事業者に対し支援金を交付するものである。
（国補助：補助率　定額）

【実施概要】
　・運営事業者：公益財団法人所沢市公共施設管理公社
　・支援金額　：光熱費等の予算額と年度末見込額の差額の8割の金額
　
　　年度末見込額　　　 55,993,000円
　　予算額　　　　－） 31,037,000円
　　差額　　　　　　　 24,956,000円

　　差額  ×  8割  ＝  19,965,000円
　

歳入
歳出

計 19,965
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 71 所沢市斎場光熱費等高騰対策支援金 19,965

19,965計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

歳
　
　
　
出

節

予算額(千円)

16 国庫支出金
新型コロナウイルス感染症
対応地方創生臨時交付金

19,965

財政運営

基
本
方
針

公共施設マネジメントの推
進

なし

―

事業名 所沢市斎場光熱費等高騰対策支援事業

事業費総額 １９,９６５ 千円

総合計画の体系

　県内では、熊谷市及び越谷市において同様の事業を実施する予定である。

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 市民部　市民課

4 1

コード 754

根拠法令等

3 説明 斎場運営費

章
未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節

-
 
3
0
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)
歳入

計 20,000

がん検診委託料 20,000

計 171

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 52

本事業は、市民のがん死亡を減少させるため、胃がん、肺がん、大腸がん、
乳がん及び子宮頸がん検診を国の「がん予防重点健康教育及びがん検診実施の
ための指針」に基づき実施するものである。

当初見込みに比べ受診者数が増加しているため、予算額の不足が見込まれる
ことから不足分について増額するものである。
　
【実施概要】
　○受診者の増加が見込まれるがん検診
                       　　[当初]　　　　　[年度末見込]
　　・胃がん検診　　　　　 5,000人　　→ 　　5,350人
　　・大腸がん検診　　　　17,200人  　→    18,400人
　　・乳がん検診　　　　　 4,250人 　 →     5,190人
　　・子宮頸がん検診　　　 7,800人  　→     8,050人

　  年度末見込額　　223,202,000円
　　当初予算額　－）203,202,000円
　　補正額　　　　　 20,000,000円

予算額(千円)

22 諸収入 がん検診収入 171

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

早期発見・疾
病予防

基
本
方
針

がん検診の普及啓発
コード 323

根拠法令等
健康増進法、がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指
針（国）

事業名 がん検診事業
なし

事業費総額 ２０,０００ 千円

総合計画の体系
章

健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節

　他の自治体においても、同様の事業を実施している。

事  業  概  要  調  書

一般会計 健康推進部　健康管理課

4 1 2 説明 保健事業費

-
 
3
1
 
-



款 項 目 05 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

なし

事　業　概　要　調　書

一般会計 健康推進部　健康管理課

4 1 2 説明 新型コロナウイルスワクチン接種事業費

コード 321

根拠法令等
予防接種法、新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業実施
要綱（国）、所沢市新型コロナウイルスワクチン接種計画

事業名 新型コロナウイルスワクチン接種事業

事業費総額 －　　

総合計画の体系
章

健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節
早期発見・疾
病予防

基
本
方
針

予防接種・感染症の情報提
供

令和4年12月16日の国の自治体説明会において、新型コロナウイルスワクチン
の予防接種期間の延長が検討されている旨の説明があったことから、オミクロ
ン株対応ワクチン接種及び小児・乳幼児のワクチン接種の期間延長が見込まれ
るため、事業を継続して実施するものである。

集団・個別接種に係る新型コロナウイルスワクチン集団接種会場警備業務委
託、新型コロナウイルスワクチン接種事務委託及び新型コロナウイルスワクチ
ン移送委託については、令和5年度当初から継続して実施する必要があるため、
債務負担行為を設定するものである。

【債務負担行為】
　・事　項：新型コロナウイルスワクチン集団接種会場警備業務委託料
　・期　間：令和5年度まで
　・限度額：5,518千円

　・事　項：新型コロナウイルスワクチン接種事務委託料
　・期　間：令和5年度まで
　・限度額：550,000千円

　・事　項：新型コロナウイルスワクチン移送委託料
　・期　間：令和5年度まで
　・限度額：12,672千円

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

令和7年度(千円)

　法に基づく事業であり、他の自治体においても、同様の事業を実施する。

なし

歳入 568,190
歳出 568,190

計
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円)

-
 
3
2
 
-



款 項 目 03 ②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

費用弁償（会計年度任用職員分） 33

11 01 通信運搬費 605

3 25 期末手当（会計年度任用職員分） 185

1 21

計 19,145

歳
　
　
　
出

歳
　
入

17 県支出金
出産・子育て応援事業費補
助金

1,512

会計年度任用職員報酬 916

歳出

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)
歳入

12 62 市民健康管理システム改修委託料 6,509

計 26,416

国庫支出金

予算額(千円)

12 61 出産・子育て応援業務委託料 18,168

8 21

細 　節 　名 　称 予算額(千円)

8,000

健康づくり

基
本
方
針

節 細節

9,633

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

款 款 名 称 科 目 名 称

章
健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節

妊娠出産子育て支援交付金

千円

総合計画の体系

16 国庫支出金
新型コロナウイルス感染症
対応地方創生臨時交付金

16

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 健康推進部　健康づくり支援課

4

２６,４１６

説明

事業名 出産・子育て応援事業（伴走型相談支援）

事業費総額

母子保健事業費
　　全国の自治体において、同様の事業を実施する予定である。

出産・子育て応援事業については、全ての妊婦・子育て世帯が安心して出
産・子育てできるよう、妊娠期から出産・子育てまで一貫して身近で相談に応
じる伴走型相談支援の充実を図るとともに、妊娠の届出や出生の届出を行った
妊婦・子育て世帯等に対して、出産育児関連用品の購入等の負担軽減を図るた
めの経済的支援を一体的に実施するものである。

このうち本事業は、妊娠期から出産・子育てまで一貫して身近で相談に応
じ、様々なニーズに即した必要な支援につなぐ伴走型相談支援の充実を図るも
のである。

なお、事業の実施に当たっては、令和4年度に契約事務等を行い、事業予算を
令和5年度に繰り越すものである。
（国・県補助：補助率　国　定額、10/10・2/3、県1/6）
　
【実施概要】
　・面談等実施時期
　　①妊娠届出時 ：助産師・保健師による面談及びアンケートの実施
　　②妊娠8か月頃：アンケート及び必要に応じ面談の実施
　　③出　生　後 ：訪問面談及びアンケートの実施
　　※①及び③の面談後、申請に基づき出産・子育て応援事業（経済的支援）
　　　につなげる。
　　※令和4年4月1日から令和5年3月31日までに出生した子を持つ世帯及び妊
      娠の届出した母親にアンケート等を実施し、申請に基づき出産・
      子育て応援事業（経済的支援）につなげる。

母子保健事業の充実

1 4

コード 312

根拠法令等
伴走型相談支援及び出産・子育て応援給付金の一体的実施事業実施要綱（国）、
埼玉県伴走型相談支援及び出産・子育て応援給付金の一体的実施事業実施要綱

-
 
3
3
 
-



款 項 目 03

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

【債務負担行為】
　○既契約分
　　・事　項：東部クリーンセンター長期包括運営業務委託料
　　・期　間：平成30年度から令和17年度まで
　　・限度額：固定費26,665,257千円及び変動費（ごみ処理量に応じた
　　　　　　　処理費）を合計した額に消費税及び地方消費税を加えた
　　　　　　　額
　○変更契約分（令和4年度設定分）
　　・事　項：東部クリーンセンター長期包括運営業務委託料
　　・期　間：令和5年度まで
　　・限度額：固定費 20,426千円と変動費の追加額を合計した額に消
　　　　　　　費税及び地方消費税を加算した額

②他自治体の類似する政策等(他の自治体の類似する政策等との比較検討)
　【長期包括運営事業実施状況】※延命化工事含む。
　　・岡山県倉敷市：水島清掃工場（21年間）
　　・三重県鈴鹿市：鈴鹿市清掃センター（17年間）
　　・鳥取県米子市：米子市クリーンセンター（15年間）

③市民参加の実施の有無とその内容
　 なし

事  業  概  要  調  書

一般会計 環境クリーン部　東部クリーンセンター

4 2 2 説明 東部クリーンセンター費

事業名 東部クリーンセンター長期包括運営事業

事業費総額 －　　

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節 循環型社会

基
本
方
針

ごみの適正な処理の推進
コード 433

根拠法令等 廃棄物の処理及び清掃に関する法律

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

歳
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称

計

予算額(千円)

計

歳入

予算額(千円)

歳出 1,477,733 1,804,730 1,728,703

本事業は、東部クリーンセンターにおいて、施設の運転管理、用役調達、維
持補修等の施設運営業務を包括的に委託するものである。これにより安定した
質の高い施設運営及び用役等調達コストの削減並びに施設運営の効率性の向上
を図ることができる。

この度、物価変動に伴い、令和5年度長期包括運営業務委託料の既契約額に不
足が生じることから、東部クリーンセンター長期包括運営業務委託契約書約款
第47条の規定に基づき変更契約を行うため、債務負担行為を設定するものであ
る。

【これまでの主な取組】
　・ストックマネジメント計画策定 　　　　　　　　　　　（平成26年度）
　・長期包括管理運営方針調査報告書作成　　　　　　　 　（平成27年度)
　・延命化工事及び長期包括運営委託の要求水準書等作成 　（平成28年度)
　・事業者選定委員会条例制定　　　　　　　　　　　　 　（平成28年度)
　・延命化工事及び同工事監理業務委託契約締結
                                      （平成29年度から令和2年度まで)
　・長期包括運営委託及び同委託に係るモニタリング業務委託契約締結
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　（平成29年度)
  ・長期包括運営委託及び同委託に係るモニタリング業務委託
                                                   （平成30年度から)
　・長期包括運営委託に家庭ごみ等受入業務を追加　　  (令和 5年度から)

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

-
 
3
4
 
-



款 項 目 04

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

③市民参加の実施の有無とその内容
なし

予算額(千円)

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

【債務負担行為】
　○既契約分
　　・事　項：西部クリーンセンター長期包括運営業務委託料
　　・期　間：平成30年度から令和13年度まで
　　・限度額：固定費12,054,000千円及び変動費（ごみ処理量に応じた処理費）を
　　　　　　　合計した額に消費税及び地方消費税を加えた額

令和7年度(千円)
歳入
歳出 931,041 960,560 968,931

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

○変更契約分（令和4年度設定分）
　・事　項：西部クリーンセンター長期包括運営業務委託料
　・期　間：令和5年度まで
　・限度額：固定費6,175千円と変動費の追加額を合計した額に消費
　　　　　　税及び地方消費税を加算した額

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
【長期包括運営事業実施状況】※延命化工事含まない。
　・千葉県浦安市：クリーンセンター（10年間）
　・富山県射水市：クリーンピア射水（5年間）
　・高知県四万十町：クリーンセンター銀河（10年間）

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

歳
　
出

款

節 予算額(千円)

循環型社会

事  業  概  要  調  書

一般会計 環境クリーン部　西部クリーンセンター

4 2 2 説明 西部クリーンセンター費

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

事業名 西部クリーンセンター長期包括運営事業

事業費総額 －　　

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節

本事業は、西部クリーンセンターにおいて、施設の運転管理、用役調達、維
持補修等の施設運営業務を包括的に委託するものである。これにより安定した
質の高い施設運営及び用役等調達コストの削減並びに施設運営の効率性の向上
を図ることができる。

この度、物価変動に伴い、令和5年度長期包括運営業務委託料の既契約額に不
足が生じることから、西部クリーンセンター長期包括運営業務委託契約書約款
第44条の規定に基づき変更契約を行うため、債務負担行為を設定するものであ
る。

【これまでの主な取組】
　・長期包括運営委託の業務範囲、リスク分担の検討　　　　（平成28年度）
　・長期包括運営委託の要求水準書等作成　　　　　　　　　（平成29年度）
　・長期包括運営委託契約締結　　　　　　　　　　　　　　（平成29年度）
　・長期包括運営委託に係るモニタリング業務委託締結　　　（平成29年度）
　・長期包括運営委託及び同委託に係るモニタリング業務委託（平成30年度から）

款 名 称 科 目 名 称

計

基
本
方
針

ごみの適正な処理の推進
コード 433

根拠法令等

細節 細 　節 　名 　称

令和5年度(千円) 令和6年度(千円)

計

-
 
3
5
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

近隣市では、川越市において、本市と同規模の市内循環バス運行事業を実施
している。

事  業  概  要  調  書

一般会計 街づくり計画部　都市計画課

8 4 1 説明 交通政策費

事業名 市内循環バス（ところバス）運行事業

事業費総額 －　　

節 交通政策

基
本
方
針

交通政策の推進と公共交通
の充実コード 641

総合計画の体系
章

自然と調和す
る住みよいま
ち

根拠法令等
交通政策基本法、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律、
道路運送法、所沢市地域公共交通協議会条例

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

本事業は、高齢者や障害者等の交通弱者対策、交通不便地の解消及び公共施
設の利便性の向上を図ることを目的に、平成10年度から実施しているものであ
る｡

ところバスの運行方式は、路線バス事業者と運行協定を締結し、運行による
損失分を市が補償するものであり、令和5年度においても引き続き運行協定を締
結するため、債務負担行為を設定するものである。

【実施概要】
　・主に市内の公共施設を結びながら、市内を循環する東西南北の4路線6コー
　　スにおいて1日69便を運行
  ・路線バス事業者にバスの運行を委託

【債務負担行為】
　・事　項：市内循環バス運行に関する協定書に基づく損失補償
　・期　間：令和5年度まで
　・限度額：180,061千円

予算額(千円)

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

令和7年度(千円)
歳入

計

歳出 180,061

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

　路線・運賃等を変更する際には、公募市民を含む外部委員等によ
り構成される所沢市地域公共交通協議会に変更内容を諮問する。

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円)

-
 
3
6
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

県内では、飯能市、入間市、坂戸市等において、コミュニティバスの改編及
び新たな交通手段（乗合ワゴンの運行）を導入している。

歳入
歳出 48,311

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

計

計
予算額(千円)細 　節 　名 　称

予算額(千円)款 款 名 称 科 目 名 称

交通政策の推進と公共交通
の充実

　公募市民を含む外部委員等により構成される所沢市地域公共交
通協議会により、本市の地域公共交通施策について意見を聴取す
るほか、「ところワゴン」の実証運行のため、交通不便地域の住
民との協働によりルートの検討や改善を進める。

交通政策基本法、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律、
道路運送法、所沢市地域公共交通協議会条例

事業名 地域循環乗合ワゴン（ところワゴン）実証運行事業

事業費総額 －　　

歳
　
入

総合計画の体系

事  業  概  要  調  書

一般会計 街づくり計画部　都市計画課

8 4 1

交通政策

基
本
方
針

本事業は、住まいと駅周辺の都市拠点を結ぶ公共交通ネットワークの構築に
向けた取組として、新たな公共交通である乗合ワゴン「ところワゴン」の実証
運行を行うものである。

ところワゴンの運行方式は、タクシー事業者と運行協定を締結し、運行によ
る損失分を市が補償するものであり、令和5年度においても引き続き運行協定を
締結するため、債務負担行為を設定するものである。

【実施概要】
　・三ケ島地区（3コース）、柳瀬地区（2コース）
  ・タクシー事業者にワゴンの運行を委託

【債務負担行為】
　○三ケ島地区
　　・事　項：ところワゴン運行に関する協定書に基づく損失補償（三ケ島地区）

 　  ・期　間：令和5年度まで
　　・限度額：23,056千円
　○柳瀬地区
　　・事　項：ところワゴン運行に関する協定書に基づく損失補償（柳瀬地区）
　　・期　間：令和5年度まで
　　・限度額：25,255千円

説明 交通政策費

章
自然と調和す
る住みよいま
ち

節
コード 641

根拠法令等

-
 
3
7
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　県内においては、川越市等で同様の対応を行っている。

歳出
歳入

計 18,029
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

16,200

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 50 県施行街路事業負担金 18,029

都市計画道路飯能所沢線は、飯能市から所沢市の東京都境まで至る主要幹線
道路で、本市延長7,400ｍのうち入間市境の林三丁目から市道5-1号線北久米交
差点までの区間が供用開始している。

埼玉県が施行する街路事業については、本市を含めて県内の自治体が、県施
行街路事業負担金として事業費用の一部を負担しているが、当初見込みに比べ
て用地取得に伴う事業費に不足が見込まれることから増額するものである。
　
　年度末見込額　　　　　　　　 72,029,000円
　当初予算額　　　　　－）　　 54,000,000円
　補正額　　　　　　　　　　　 18,029,000円

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

23 市債 街路事業債 16,200

道路

基
本
方
針

幹線道路の建設推進
コード 632

根拠法令等 都市計画法、道路法

事業名 飯能所沢線道路建設促進事業（県施行街路事業負担金）
なし

事業費総額 １８,０２９ 千円

総合計画の体系
章

自然と調和す
る住みよいま
ち

節

事  業  概  要  調  書

一般会計 建設部　計画道路整備課

8 4 2 説明 街路事業総務費

-
 
3
8
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　他の自治体においても、同様の対応を行っている。

事  業  概  要  調  書

一般会計 危機管理室

9 1 2 説明 消防団費

事業名 消防団員退職報償金支給事業
なし

事業費総額 ８３５ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節
危機管理・防
災

基
本
方
針

地域防災体制の強化
コード 161

根拠法令等
消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令、所沢
市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

22 諸収入 消防団員退職報償金受入金 835

　消防団員への退職報償金支給に当たっては、消防団員等公務災害補償等共済
基金から資金を一時的に市の歳入として受け入れ、所沢市非常勤消防団員に係
る退職報償金の支給に関する条例に基づき当該退職者に支出している。
　当初見込みに比べ、退職者数の増加により予算額の不足が見込まれることか
ら不足分について増額するものである。
　
　　　　　　　  〔当初〕　　　　　　〔年度末見込〕
　退職者数　　　　18人　　　　→　　　 　26人
　※退職報償金が発生する団歴5年以上の団員に限る。

　年度末見込額　　　　　  9,646,000円
　当初予算額　　　－）　　8,811,000円
　補正額　　　　　　　　　  835,000円

計 835

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

7 31 消防団員退職報償金 835

計 835
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)
歳入
歳出

-
 
3
9
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

計 155
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 51
埼玉県・市町村被災者安心支援制度
負担金

155

埼玉県内で自然災害が発生した際、被災者生活再建支援法の適用とならな
かった地域の被災世帯に対し、被災者生活再建支援法同様の支援を行うため、
県及び県内の全市町村は、「埼玉県・市町村被災者安心支援に関する基本協
定」に基づき、埼玉県・市町村半壊特別給付金等を支給している。

本事業は、令和4年7月12日からの大雨により被災したときがわ町の8世帯に対
し、計11,125千円が支給されたため、その一部を県内全市町村が世帯数等に応
じて負担するものである。

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

危機管理・防
災

基
本
方
針

地域防災体制の強化
コード 161

根拠法令等
埼玉県・市町村被災者安心支援に関する基本協定、所沢市地域防
災計画

事業名 災害対策・指定避難場所整備事業
　なし

事業費総額 １５５ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節

県内の全ての市町村において、埼玉県・市町村被災者安心支援に関する基本
協定に基づき、同様の対応を行っている。

事  業  概  要  調  書

一般会計 危機管理室

9 1 3 説明 災害対策費

-
 
4
0
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

事  業  概  要  調  書

国保会計 健康推進部　国民健康保険課

2 1 1 説明 一般被保険者療養給付費

事業名 一般被保険者療養給付費
なし

事業費総額 ２,４５０ 千円

総合計画の体系
章

健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節
医療保険・医
療情報

基
本
方
針

保険給付の適正化
コード 341

根拠法令等 国民健康保険法

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

3 県支出金
保険給付費等交付金（特別
交付金）

1,600

　一般被保険者療養給付費のうち、低所得者一部負担減免分の不足が見込まれ
るため、増額するものである。

○低所得者一部負担金減免分
　【レセプト件数（1件当たり給付額）】
　　　　　[当初]　　　　　　　[年度末見込]
　　・250件（14,000円）　→　350件（17,000円）

　　年度末見込額　　　5,950,000円
　　当初予算額　　－）3,500,000円
　　補正額　　　　　　2,450,000円

5 繰入金 その他一般会計繰入金 850

計 2,450

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 33 低所得者一部負担減免分 2,450

計 2,450
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

　他の自治体においても、同様の制度を実施している。 令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)
歳入

なし

歳出

-
 
4
1
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

計 1,920
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

1,920

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 41 傷病手当金 1,920

傷病手当金は、新型コロナウイルス感染症の感染が拡大する中、労働者が感
染した場合（発熱等の症状があり感染が疑われる場合を含む。）に休みやすい
環境を整備することで、更なる感染拡大を防止するために支給しているもので
ある。

新型コロナウイルス感染症については、いまだ収束の見通しが立たず、今後
においても傷病手当金の不足が見込まれることから、増額するものである。
（県補助：補助率10/10）※国による財政支援
　
【積算根拠】
　○1日当たりの収入額 ×2/3×支給日数×1か月当たりの人数×月数
 
　・9月補正後予算額
　　10,000円 × 2/3 ×  6日 × 15人 × 12か月 ＝ 7,199,999円
  ・年度末見込
　  10,000円 × 2/3 ×  6日 × 19人 × 12か月 ＝ 9,119,999円

　　　　年度末見込額　　　　　　　9,120,000円
　　　　9月補正後予算額 　－）　　7,200,000円
　　　　補正額　　　　　　　　　  1,920,000円

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

3 県支出金
保険給付費等交付金（特別
交付金）

1,920

医療保険・医
療情報

基
本
方
針

保険給付の適正化
コード 341

根拠法令等 所沢市国民健康保険条例

事業名 傷病手当金支給事業
なし

事業費総額 １,９２０ 千円

総合計画の体系
章

健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節

　他の自治体においても、同様の制度を実施している。

事  業  概  要  調  書

国保会計 健康推進部　国民健康保険課

2 6 1 説明 傷病手当金

-
 
4
2
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出

計 421
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

　他の自治体においても、同様の制度を実施している。 令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)
歳入

421

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

24 32 国民健康保険財政調整基金利子積立 421

国民健康保険事業の健全な運営に資するため、所沢市国民健康保険財政調整
基金を設けているが、この度、基金の運用により利子が生じたことから、国民
健康保険財政調整基金に積み立てるものである。

　利子積立額　　　　　422,000円
　当初予算額　　　－）　1,000円
　補正額　　　　　　　421,000円

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

4 財産収入 利子及び配当金 421

医療保険・医
療情報

基
本
方
針

保険給付の適正化
コード 341

根拠法令等 所沢市国民健康保険財政調整基金条例

事業名 国民健康保険財政調整基金積立金
なし

事業費総額 ４２１ 千円

総合計画の体系
章

健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節

事  業  概  要  調  書

国保会計 健康推進部　国民健康保険課

6 1 1 説明 国民健康保険財政調整基金積立金

-
 
4
3
 
-



（単位：千円）

担当課 説　　明　　名　　称 細　　　　節　　　　名　　　　称 事業費

≪一般会計≫

経営企画課 市政計画事務費 過年度分新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金返還金 6,005

生活福祉課 中国残留邦人生活支援費 過年度分生活保護費等国庫負担金返還金 5,683

　　〃 　　〃 過年度分遺族及留守家族等援護費事務負担金返還金 72

　　〃 生活困窮者自立促進支援事業費 過年度分生活困窮者自立支援負担金返還金 28,983

　　〃 　　〃 過年度分生活困窮者自立支援補助金返還金 1,550

　　〃 　　〃 過年度分新型コロナウイルスセーフティネット強化交付金返還金 158,392

　　〃 生活保護事務費 過年度分生活保護費等国庫負担金返還金 911,867

　　〃 　　〃 過年度分生活保護費県負担金返還金 2,794

障害福祉課 障害者支援費 過年度分障害者医療費国庫負担金返還金 6

こども支援課 児童家庭相談費 過年度分子ども・子育て支援交付金返還金 160

　　〃 子育て支援事業費 過年度分子ども・子育て支援交付金返還金 6,607

　　〃 　　〃 過年度分子育てのための施設等利用給付交付金返還金 3,044

　　〃 子育て世帯生活支援特別給付金費 過年度分新型コロナウイルスセーフティネット強化交付金返還金 35,266

こども福祉課 障害児福祉費 過年度分障害者医療費（育成医療）県負担金返還金 3

青少年課 放課後児童健全育成費 過年度分子ども・子育て支援交付金返還金 2,388

　　〃 　　〃 過年度分放課後児童健全育成事業補助金返還金 414

保育幼稚園課 児童福祉運営費 過年度分子ども・子育て支援交付金返還金 5,629

　　〃 　　〃 過年度分子どものための教育・保育給付国庫交付金返還金 20

　　〃 　　〃 過年度分子どものための教育・保育給付費県負担金返還金 10

　　〃 　　〃 過年度分保育対策総合支援事業費補助金返還金 5,074

　　〃 私立幼稚園費 過年度分子育てのための施設等利用給付交付金返還金 2,856

　　〃 　　〃 過年度分子ども・子育て支援交付金返還金 5,335

健康管理課 各種予防接種費 過年度分疾病予防事業費等補助金返還金 9,872

　　〃 新型コロナウイルスワクチン接種事業費 過年度分新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金返還金 129,367

令和４年度　補正予算　補助金等返還金

-
 
4
4
 
-



担当課 説　　明　　名　　称 細　　　　節　　　　名　　　　称 事業費

健康づくり支援課 母子保健事業費 過年度分子ども・子育て支援交付金返還金 2,708

　　〃 　　〃 過年度分母子保健衛生費補助金返還金 168

　　〃 　　〃 過年度分未熟児養育医療県負担金返還金 472

　　〃 　　〃 過年度分未熟児養育医療国庫負担金返還金 943

≪国民健康保険特別会計≫

国民健康保険課 補助金等返還金 国庫補助金等返還金 630

　　〃 　　〃 保険給付費等交付金償還金 102,059

-
 
4
5
 
-



（単位：千円）

担　　当　　課 説　　明　　名　　称 細　　　　節　　　　名　　　　称 事業費

≪一般会計≫

危機管理室 感染症予防費 消耗品費 △ 4,126

企画総務課 国際交流費 ウクライナ避難民支援金 △ 11,632

広報課 広報事務費 印刷製本費 △ 4,500

デジタル戦略課 情報化推進費 手数料 △ 68,000

　　〃 　　〃 システム維持管理委託料 △ 5,969

　　〃 　　〃 二要素認証システム更改委託料 △ 1,438

　　〃 　　〃 事務機器借料 △ 4,240

　　〃 　　〃 ＲＰＡライセンス使用料 △ 3,325

　　〃 　　〃 インターネット閲覧システム使用料 △ 1,844

職員課 職員管理費 会計年度任用職員報酬 △ 4,059

　　〃 　　〃 期末手当（会計年度任用職員分） △ 2,145

　　〃 職員厚生費 会計年度任用職員社会保険料 △ 18,915

　　〃 　　〃 会計年度任用職員労働保険料 △ 2,450

財政課 利子 衛生債 △ 1,174

　　〃 　　〃 商工債 △ 3,254

　　〃 　　〃 土木債 △ 12,225

　　〃 　　〃 教育債 △ 6,495

　　〃 　　〃 臨時財政対策債 △ 5,819

管財課 自動車管理費 自動車購入費 △ 2,656

資産税課 資産税賦課事務費 固定資産土地評価替基本調査委託料 △ 1,329

文化芸術振興課 文化芸術振興費 市民文化フェア実行委員会補助金 △ 2,500

市民課 戸籍住民基本台帳事務費 通信運搬費 △ 13,217

防犯交通安全課 交通対策費 西所沢駅西口開設事業費負担金 △ 49,135

福祉総務課 住民税非課税世帯等臨時特別給付金費 住民税非課税世帯等臨時特別給付金支援業務委託料 △ 5,063

　　〃 　　〃 住民税非課税世帯等臨時特別給付金 △ 236,500

令和４年度　３月補正予算　減額補正（△1,000千円以上）

-
 
4
6
 
-



担　　当　　課 説　　明　　名　　称 細　　　　節　　　　名　　　　称 事業費

高齢者支援課 老人生きがい対策費 敬老行事交付金 △ 22,478

　　〃 老人福祉センター費 燃料費 △ 2,238

　　〃 　　〃 送迎バス委託料 △ 1,343

介護保険課 介護保険特別会計繰出金 介護保険特別会計へ繰出（事務費分） △ 6,552

こども支援課 子育て支援事業費 地域子育て支援拠点事業委託料 △ 1,500

　　〃 　　〃 一般型一時預かり事業委託料 △ 11,160

　　〃 子育て世帯生活支援特別給付金費 子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯以外の世帯分） △ 95,750

保育幼稚園課 児童福祉運営費 育児休業復帰後特別預かり事業費補助金 △ 1,251

　　〃 　　〃 保育環境改善等事業費補助金 △ 4,200

　　〃 　　〃 子ども・子育て支援に係る実費徴収助成金 △ 3,504

　　〃 保育園運営費 期末手当（会計年度任用職員分） △ 16,663

　　〃 　　〃 保育園人材派遣委託料 △ 4,120

　　〃 私立幼稚園費 幼稚園型一時預かり事業委託料 △ 24,637

　　〃 　　〃 幼稚園等保護者負担軽減補助金 △ 4,486

保健医療課 保健医療対策費 通信運搬費 △ 74,988

国民健康保険課 老人医療費 埼玉県後期高齢者医療広域連合負担金 △ 16,271

　　〃 後期高齢者医療特別会計繰出金 後期高齢者医療特別会計へ繰出（保険基盤安定分） △ 53,208

　　〃 国民健康保険特別会計繰出金 国民健康保険特別会計へ繰出（保険基盤安定保険税軽減分） △ 3,129

　　〃 　　〃 国民健康保険特別会計へ繰出（事務費分） △ 3,488

　　〃 　　〃 国民健康保険特別会計へ繰出（運営費分） △ 469,167

健康管理課 保健事業費 肝炎ウイルス検診委託料 △ 8,846

　　〃 　　〃 骨粗しょう症検診委託料 △ 1,296

　　〃 　　〃 成人歯科検診委託料 △ 1,963

　　〃 各種予防接種費 封入封緘等業務委託料 △ 1,533

健康づくり支援課 健康指導費 育児休業等代替人材派遣委託料 △ 7,801

資源循環推進課 清掃総務事務費 一般廃棄物減量化方策支援業務委託料 △ 8,660

　　〃 一般廃棄物最終処分場整備費 地質調査委託料 △ 5,505

東部クリーンセンター 東部クリーンセンター費 長期包括運営業務委託に係るモニタリング業務委託料 △ 1,199
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担　　当　　課 説　　明　　名　　称 細　　　　節　　　　名　　　　称 事業費

東部クリーンセンター 東部クリーンセンター費 一般廃棄物処分等業務委託料 △ 64,965

　　〃 　　〃 東部クリーンセンター人材派遣委託料 △ 1,831

西部クリーンセンター 西部クリーンセンター費 一般廃棄物処分等業務委託料 △ 7,610

収集管理事務所 塵芥処理費 一般廃棄物収集運搬業務委託料 △ 1,080

　　〃 収集管理事業費 燃料費 △ 3,000

　　〃 　　〃 収集管理事務所人材派遣委託料 △ 4,193

　　〃 　　〃 自動車購入費 △ 1,364

産業振興課 産業振興費 企業立地等奨励金 △ 1,648

　　〃 　　〃 都市型産業等育成補助金 △ 1,260

商業観光課 観光振興費 清掃委託料 △ 2,400

都市計画課 交通政策費 地域公共交通計画策定業務委託料 △ 2,323

　　〃 　　〃 市内循環バス運行事業補償料 △ 14,000

　　〃 　　〃 ところワゴン運行事業補償料 △ 9,899

市街地整備課 道路新設改良等工事費 除草作業委託料 △ 3,270

　　〃 　　〃 登記委託料 △ 1,500

　　〃 　　〃 用地購入費 △ 77,641

　　〃 　　〃 物件移転等補償料 △ 161,500

　　〃 土地区画整理事務費 土地区画整理事業推進支援補助金 △ 7,059

　　〃 中心市街地整備費 測量委託料 △ 1,104

所沢駅西口区画整理事務所 所沢駅ふれあい通り線道路築造費 不動産鑑定料 △ 1,784

　　〃 　　〃 登記委託料 △ 2,559

　　〃 　　〃 所沢駅ふれあい通り線用地購入費（土地開発公社買戻分） △ 2,793

　　〃 所沢駅西口土地区画整理特別会計繰出金 所沢駅西口土地区画整理特別会計へ繰出 △ 48,697

　　〃 中心市街地整備費 設計委託料 △ 11,530

　　〃 　　〃 歩行者ネットワーク整備工事 △ 59,200

道路建設課 道路新設改良等工事費 物件調査委託料 △ 3,425

　　〃 　　〃 登記委託料 △ 2,735

　　〃 　　〃 市道拡幅用地購入費 △ 4,162

　　〃 　　〃 県道所沢青梅線歩道用地購入費 △ 2,074
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担　　当　　課 説　　明　　名　　称 細　　　　節　　　　名　　　　称 事業費

道路建設課 道路新設改良等工事費 物件移転等補償料 △ 27,545

　　〃 橋りょう新設改良費 　　〃 △ 4,000

計画道路整備課 街路事業総務費 登記委託料 △ 1,182

　　〃 北野下富線道路築造費 不動産鑑定料 △ 1,081

　　〃 　　〃 物件調査委託料 △ 5,559

　　〃 　　〃 登記委託料 △ 1,488

　　〃 　　〃 道路築造工事 △ 110,000

　　〃 　　〃 用地購入費 △ 36,275

　　〃 　　〃 物件移転等補償料 △ 42,796

道路維持課 道路安全施設整備費 道路安全施設設置工事 △ 22,438

議会事務局 議員費 費用弁償 △ 1,300

選挙管理委員会事務局 参議院議員選挙執行費 時間外及び休日勤務手当 △ 2,427

　　〃 　　〃 消耗品費 △ 4,358

　　〃 　　〃 印刷製本費 △ 1,128

　　〃 　　〃 通信運搬費 △ 2,969

　　〃 　　〃 投票所入場整理券処理業務委託料 △ 1,394

　　〃 　　〃 選挙公報配布業務委託料 △ 1,395

　　〃 　　〃 投票事務業務委託料 △ 3,687

　　〃 　　〃 事業用備品費 △ 3,373

教育総務課 教育委員会事務局総務費 会計年度任用職員社会保険料 △ 44,927

　　〃 小学校運営費 コピー使用料 △ 3,000

　　〃 中学校運営費 　　〃 △ 1,700

　　〃 要保護及び準要保護児童費 要保護及び準要保護児童就学援助費 △ 12,180

　　〃 要保護及び準要保護生徒費 要保護及び準要保護生徒就学援助費 △ 14,669

　　〃 特別支援学級運営費 特別支援学級児童就学奨励費 △ 1,566

　　〃 　　〃 特別支援学級生徒就学奨励費 △ 1,010

教育施設課 小学校施設維持管理費 トイレ改修工事設計委託料 △ 6,439

　　〃 　　〃 公共建築物定期点検委託料 △ 4,560

　　〃 　　〃 施設改修工事 △ 2,179
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担　　当　　課 説　　明　　名　　称 細　　　　節　　　　名　　　　称 事業費

教育施設課 小学校施設維持管理費 施設改修工事（施設整備事業分） △ 3,949

　　〃 中学校施設維持管理費 物件調査委託料 △ 3,107

　　〃 　　〃 公共建築物定期点検委託料 △ 1,314

社会教育課 公民館施設維持管理費 冷暖房機等保守委託料 △ 1,261

　　〃 　　〃 公民館施設管理業務委託料 △ 2,763

スポーツ振興課 体育施設運営費 市民プール運営管理業務委託料 △ 1,972

生涯学習推進センター 生涯学習推進センター費 印刷製本費 △ 1,200

学校教育課 放課後支援事業費 期末手当（会計年度任用職員分） △ 1,564

教育センター 教育センター費 ＩＣＴ支援員委託料 △ 18,097

　　〃 　　〃 コンテンツ配信サービス使用料（デジタル教科書） △ 1,453

　　〃 　　〃 教育用コンピュータ等借料 △ 3,055

　　〃 　　〃 事業用備品費 △ 3,149
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担　　当　　課 説　　明　　名　　称 細　　　　節　　　　名　　　　称 事業費

≪所沢駅西口区画整理特別会計≫

所沢駅西口区画整理事務所 事業費 道路新設工事 △ 342,210

　　〃 　　〃 配水管等工事負担金 △ 31,466

　　〃 　　〃 物件移転等補償料 △ 107,918

　　〃 利子 所沢駅西口土地区画整理事業債利子 △ 7,201

≪国民健康保険特別会計≫

国民健康保険課 総務事務費 窓口業務等委託料 △ 3,488

　　〃 疾病予防費 生活習慣病重症化予防対策事業負担金 △ 7,000

≪介護保険特別会計≫

介護保険課 介護認定審査会費 費用弁償 △ 6,552

≪後期高齢者医療特別会計≫

国民健康保険課 後期高齢者医療広域連合納付金 保険基盤安定納付金 △ 53,208

-
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（単位：千円）

補正前 補正後

危機管理室 自宅療養者食料支援事業 感染症予防費 992 3,000 900

財政課 水道事業会計補助金 諸費 144,848 120,000 143,900

市民税課 多機能端末機による証明書等の交付に係る手数料の減額（財源変更） 市民税等賦課事務費 212 212 212

文化芸術振興課 所沢市市民文化センター光熱費等高騰対策支援事業 市民文化センター運営費 24,227 0 24,227

市民課ほか 対話支援システム導入事業 戸籍住民基本台帳事務費ほか 12,952 11,030 11,030

市民課 住民異動受付支援システム構築事業 戸籍住民基本台帳事務費 69,665 60,000 60,000

　　〃 多機能端末機による証明書等の交付に係る手数料の減額（財源変更） 　　〃 3,987 3,987 3,987

　　〃 所沢市斎場光熱費等高騰対策支援事業 斎場運営費 19,965 0 19,965

生活福祉課 生活保護世帯暮らし応援事業 生活保護支援費 11,392 9,000 9,000

介護保険課 繰出金（対話支援システム導入事業） 介護保険特別会計繰出金 405 350 350

こども政策課 子育て家庭応援事業 子ども・子育て支援対策推進費 850,507 765,000 765,000

　　〃 若者応援事業（16歳から18歳の未来へ） 　　〃 183,006 164,000 164,000

　　〃 出産・子育て応援事業（経済的支援） 　　〃 498,826 0 82,450

こども支援課 子育て世帯特別一時金支給事業 子育て支援事業費 602 600 600

青少年課 放課後児童クラブ物価高騰対策給付事業 放課後児童健全育成費 2,817 2,248 2,248

保育幼稚園課 “子どものために”保育施設等応援事業 児童福祉運営費・私立幼稚園費 171,120 150,000 150,000

保健医療課 新型コロナウイルス感染症における自宅療養者支援事業 保健医療対策費 25,773 50,000 15,000

　　〃 新型コロナウイルス対策等補助金 病院費 5,938 5,000 5,000

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金充当事業一覧

担当課 事業名等 説明名称 予算額
地方創生臨時交付金
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補正前 補正後
担当課 事業名等 説明名称 予算額

地方創生臨時交付金

国民健康保険課 繰出金（対話支援システム導入事業） 後期高齢者医療特別会計繰出金 1,213 1,030 1,030

　　〃 　　〃 国民健康保険特別会計繰出金 1,617 1,370 1,370

健康づくり支援課 出産・子育て応援事業（伴走型相談支援） 母子保健事業費 26,416 0 8,000

産業振興課 運送事業者支援事業（所沢元気回復プロジェクト） 産業振興費 124,160 85,000 85,000

農業振興課 物価高騰に負けるな 所沢市農業者支援事業（所沢元気回復プロジェクト） 農業振興対策費 177,743 130,000 130,000

都市計画課 交通事業者支援給付事業 交通政策費 23,870 23,000 23,000

保健給食課 小中学校給食費保護者負担軽減事業 学校給食運営費 357,817 330,000 330,000

　　〃 小中学校給食食材費補助事業 　　〃 115,961 100,000 100,000

合計 2,856,031 2,014,827 2,136,269
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